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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　屈折率が異なる２つの光学媒質の界面に凹凸状の周期微細構造を設けるにあたり、光学
媒質の表面に金属薄膜を形成しておき、この金属薄膜に対して１光束の入射レーザを照射
させ、照射箇所にて金属薄膜を除去するとともに、入射レーザを照射した際の散乱波とこ
の入射レーザとの相互作用によって、光学媒質の表面に周期微細構造を形成することを特
徴とする光学媒質の光入出射部処理方法。
【請求項２】
　入射レーザとして、パルス幅が１ｐｓ未満の超高強度パルスレーザを用いることを特徴
とする請求項１に記載の光学媒質の光入出射部処理方法。
【請求項３】
　入射レーザを金属薄膜に対して斜め方向から照射することを特徴とする請求項１又は２
に記載の光学媒質の光入出射部処理方法。
【請求項４】
　入射レーザとして、円偏光レーザを用いることを特徴とする請求項１～３のいずれか一
項に記載の光学媒質の光入出射部処理方法。
【請求項５】
　入射レーザ照射後に、光学媒質のレーザ加工面のエッチング処理を行うことを特徴とす
る請求項１～４のいずれか一項に記載の光学媒質の光入出射部処理方法。
【請求項６】
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　金属薄膜として銅又は鉄、或いはその合金を含む材料を用いることを特徴とする請求項
１～５のいずれか一項に記載の光学媒質の光入出射部処理方法。
【請求項７】
　一方の光学媒質の表面に形成した周期微細構造を、他方の光学媒質と密接させることを
特徴とする請求項１～６のいずれか一項に記載の光学媒質の光入出射部処理方法。

　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光を伝播させる素子や部品等の光学媒質における光伝播特性を向上させる為
の光入出射部処理方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　光学媒質内を伝播してきた光が、屈折率の異なる他の光学媒質に入射する際には、両光
学媒質の界面（空気との界面を含む）において生じる反射損失が問題となる。上記反射損
失は、両光学媒質の屈折率の差が大きくなる程に大となり、特に、高い屈折率を有する光
学媒質から低い屈折率を有する他の光学媒質内へと光を伝播させようとする場合には、界
面への入射角度が全反射角以上に至れば他の光学媒質にまで光を伝播することが不能とな
る。例えば、屈折率が１．７７の高屈折率光学媒質であるサファイアから、屈折率が１の
低屈折率光学媒質である大気中へと光を伝播させる場合、入射角度がゼロ即ち垂直入射の
光であれば反射損失が７．７％となるのに対して、入射角度が３４．４°以上となれば全
反射を生じてしまう。これに対して、図１０に示すように、屈折率の異なる光学媒質１ａ
，１ｂの界面に凹凸形状の周期微細構造を設けることで、反射損失が低下することが知ら
れている。
【０００３】
　このような周期微細構造を形成する方法としては、パルス幅がｆｓ（フェムト秒）オー
ダーの多光束のレーザを干渉させて成る干渉波形によって周期微細構造を形成する方法が
提案されている（特許文献１参照）。このような、干渉光学系を用いてｆｓオーダーの多
光束のレーザを干渉させる方法によれば、硝子やＭｇＯ、Ａｌ２Ｏ３等の材料に最小５～
２００ｍｍの周期間隔で周期微細構造を形成することが可能となるのだが、一方で、光の
長さが非常に短い（例えばパルス幅が１００ｆｓであれば光の長さは約３００μｍとなる
）多光束のレーザ同士を干渉させる為には非常に高精度での位置合わせが必要となり、し
たがって加工の高速化が困難であるという問題や、光の長さが非常に短い為に干渉領域に
限界があり（例えばパルス幅が１００ｆｓであって干渉角度が４５°であれば干渉領域の
限界は７８μｍとなる）、加工の大面積化が困難であるという問題があった。
【特許文献１】特開２００３－５７４２２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は上記問題点に鑑みて発明したものであって、干渉光学系を用いることなく且つ
確実に周期微細構造を形成することができ、したがって加工の高速化や大面積化を達成す
ることが容易な光学媒質の光入出射部処理方法を提供することを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するために本発明に係る光学媒質の光入出射部処理方法を、屈折率が異
なる２つの光学媒質の界面に凹凸状の周期微細構造を設けるにあたり、光学媒質の表面に
金属薄膜を形成しておき、この金属薄膜に対して１光束の入射レーザを照射させ、照射箇
所にて金属薄膜を除去するとともに、入射レーザを照射した際の散乱波とこの入射レーザ
との相互作用によって、光学媒質の表面に周期微細構造を形成するものとする。上記処理
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方法にあっては、干渉光学系を用いることなく且つ確実に周期微細構構造を形成すること
ができ、したがって加工の高速化や大面積化を達成することが容易なものである。
【０００６】
　上記処理方法にあっては、入射レーザとして、パルス幅が１ｐｓ未満の超高強度パルス
レーザを用いることが好適である。これにより、周囲への熱影響を抑制するとともに、周
期微細構造の加工性を安定させて品質を向上させることができる。
【０００７】
　入射レーザを金属薄膜に対して斜め方向から照射することも好適であって、照射角度を
調整することで周期微細構造の周期間隔を調整することが可能になる。
【０００８】
　また、入射レーザとして、円偏光レーザを用いることも好適であって、この場合にはド
ット状の周期微細構造を形成することが可能になる。
【０００９】
　更に、入射レーザ照射後に、光学媒質のレーザ加工面のエッチング処理を行うことで、
レーザによる改質部分を除去して周期微細構造の凹凸形状を更に確実に形成することがで
き、光取出し効率を向上させることができる。
【００１０】
　また、金属薄膜として銅又は鉄、或いはその合金を含む材料を用いることが好適である
。銅や鉄はレーザの吸収が良いので加工性を安定させて品質を向上させることができ、更
に銅や鉄の合金にあっては耐酸化性を有するのでレーザによる加工均一性を確保すること
ができる。
【００１１】
　そして、上記処理方法により一方の光学媒質の表面に形成した周期微細構造を、他方の
光学媒質と密接させることで、屈折率が異なる２つの光学媒質の界面に凹凸状の周期微細
構造を設けて光の透過率を向上させることができる。
【００１２】
　なお、以上述べた各構成は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適宜組合せ可能である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明は、干渉光学系を用いることなく且つ確実に周期微細構造を形成することができ
、したがって加工の高速化や大面積化を達成することが容易であるという効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明に係る一例の光学媒質の光入出射部処理方法は、光学媒質の光入出射部となる界
面に凹凸状の周期微細構造を形成することを目的として、特に図示はしないが、光学媒質
の表面に予め金属薄膜を形成しておくとともに該金属薄膜を通じて光学媒質の表面に対し
て１光束の入射レーザを照射させるものである。金属薄膜に入射レーザを照射させると、
照射箇所において金属薄膜が除去されるとともに除去された金属粒子がプラズマ状となっ
てプラズマ波を発生させる。また、照射レーザが衝突した際の散乱波が発生する。入射レ
ーザは上記のプラズマ波や散乱波と相互作用を生じ、この相互作用を生じた入射レーザに
よって金属薄膜の下地となる光学媒質の表面に凹凸形状の周期微細構造を形成することと
なる。
【００１５】
　周期微細構造の周期間隔Ｐは、入射レーザのエネルギ密度や、金属薄膜の膜厚や材質に
よって制御される。図１、図２や下記の表１に示すように、光学媒質として単結晶サファ
イアを用い、この光学媒質の表面に形成した膜厚１００ｎｍの銅製の金属薄膜に高エネル
ギ密度（８０ｍＪ／ｍｍ２）の入射レーザを照射した場合に、周期微細構造が２７０ｎｍ
の周期間隔Ｐで形成されるのに対して、膜厚４００ｎｍの銅製の金属薄膜に高エネルギ密
度の入射レーザを照射した場合には周期微細構造が７５０ｎｍの周期間隔Ｐで形成される
。また、膜厚４００ｎｍの銅製の金属薄膜に低エネルギ密度（４０ｍＪ／ｍｍ２）の入射
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レーザを照射した場合には周期微細構造が３３０ｎｍの周期間隔Ｐで形成される。即ち、
光学媒質及び金属薄膜の材質が同じであれば、金属薄膜の膜厚が大である程に周期間隔Ｐ
が大きくなり、且つ入射レーザのエネルギ密度が大である程に周期間隔Ｐが大きくなるの
である。
【００１６】
【表１】

【００１７】
　金属薄膜の材質としては、上記銅の他に鉄を用いてもよいし、また銅や鉄の合金を含む
材料を用いてもよい。銅や鉄はレーザの吸収率が高いので、周期微細構造を形成すること
が容易となる。特に、波長８００ｎｍのレーザに対して形成効率が良好であるから、照射
レーザのエネルギ密度を低くすることが可能となり、加工の大面積化や高速化に有効であ
る。また、レーザ加工時に金属薄膜が酸化すると該酸化部分にて吸収率が変化して加工均
一性が損なわれるのだが、銅や鉄の合金にあっては耐酸化性を有するのでこれが防止され
る。
【００１８】
　入射レーザとしては、パルス幅が１ｐｓ（ピコ秒）未満１ｆｓ以上の超高強度パルスレ
ーザを用いる。具体的には、モードロックＴｉ：サファイアレーザやＹＡＧレーザ、ある
いは、これらのレーザ光を波長変換したレーザ（ＳＨＧ－Ｔｉ：サファイアレーザ、ＴＨ
Ｇ－Ｔｉ：サファイアレーザ、ＦＨＧ－Ｔｉ：サファイアレーザ、ＳＨＧ－ＹＡＧレーザ
、ＴＨＧ－ＹＡＧレーザ、ＦＨＧ－ＹＡＧレーザ、エキシマレーザ）等が挙げられる。
【００１９】
　上記の如く入射レーザのパルス幅を１ｐｓ以下と非常に小さくすることで、レーザ加工
周囲に及ぼす熱影響を抑制することができ、また、光の回折限界以下のサイズで加工する
ことも可能になる。通常、レーザによる除去加工を行う場合にレーザ加工周囲に熱が伝わ
るにはｎｓ（ナノ秒）オーダーの時間が必要であるが、このような極短パルスレーザを用
いればｆｓオーダーで照射が完了することから周囲に熱が伝わる前に加工が終了し、その
結果として周囲への熱影響を抑制することが可能となる。
【００２０】
　また、このような極短パルスレーザを用いることで、多光子吸収による加工が可能とな
り、１光子のエネルギでは除去することが困難な物質であっても除去加工が可能になる。
加えて、レーザビームはその波長以下に集光することが困難であるのに対して、多光子吸
収を利用することでビームの集光径以下の微細な加工が可能となり、しかも多光子吸収に
よる加工しきい値以上のビームサイズの部分のみという局所的加工が可能となる。例えば
、波長８００ｎｍ、パルス幅１５０ｆｓのＴｉ：サファイアレーザを用いた場合、１μＪ
／パルス以下の加工エネルギの１パルス加工でサファイア表面にφ１００ｎｍの穴加工が
可能である。また、Ｔｉ：サファイアレーザよりも波長が短く且つ光子エネルギが高いう
えに、より小径に集光することのできる紫外レーザであるＦＨＧ－Ｔｉ：サファイアレー
ザを用いれば、より微細な加工が可能となる。
【００２１】
　周期微細構造の周期間隔Ｐは、光学媒質中を透過させようとする光の波長λの１／１０
～１０倍程度となるように制御する。これは、周期間隔Ｐを光の波長λの１／１０倍～１
倍とした場合には、周期微細構造が屈折率に傾斜性を有する屈折率変化層として有効に機
能するからであり、また、周期間隔Ｐを光の波長λの１倍～１０倍程度とした場合には、
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周期微細構造が回折格子として機能することで、全反射角以上の入射角度を有する光を透
過させることが可能になるからである。
【００２２】
　ちなみに、図３に示すような三角テーパ状の周期微細構造を通じて屈折率ｎ１の光学媒
質１ａから屈折率ｎ２の光学媒質１ｂにまで光が伝播する場合、周期間隔Ｐが光の波長λ
に対して十分に小さければ、山部の幅をａ、谷部の幅をｂとしたときのＴＥ波に対する有
効屈折率ｎＥは
【００２３】
【数１】

【００２４】
となり、ＴＭ波に対する有効屈折率ｎＭは
【００２５】

【数２】

【００２６】
となり、徐々に有効屈折率ｎＥ，ｎＭが変化することで、前述の屈折率の傾斜性が得られ
るものである。
【００２７】
　また、上記凹凸状の周期微細構造が形成されることで、光入出射部となる界面の面積が
増大し、この面積増大により界面での光の透過率が向上するという効果もある。
【００２８】
　周期間隔Ｐの調整に関しては、入射レーザを図４（ａ）のように真上から照射させずに
、図４（ｂ）のように斜め方向から照射させるとともに該照射角度θ及び走査方向を制御
することで調整可能である。つまり、入射レーザの偏光方向を走査方向と一致させた場合
、真上から照射したときに得られる周期微細構造の周期間隔Ｐ０、斜め方向から照射する
ときの照射角度θ、この照射角度θのときの周期微細構造の周期間隔Ｐθとすると、
Ｐθ＝Ｐ０／（１±ｓｉｎθ）
となる。このとき、入射レーザの走査方向が図中のイ方向（真上から照射角度θだけ傾け
た側の方向）であれば
Ｐθ＝Ｐ０／（１＋ｓｉｎθ）
となり、入射レーザの走査方向が図中のロ方向（上記イ方向と逆方向）であれば
Ｐθ＝Ｐ０／（１－ｓｉｎθ）
となることが確認される。
【００２９】
　ところで、上記の周期微細構造の形態は入射レーザの偏光方向に応じて変化するもので
あり、直線偏光レーザを用いた場合には、図５～図７に示すように、偏光方向に対して垂
直に交差する方向に伸びる筋状の周期微細構造が形成される。また、入射レーザとして円
偏光レーザを用いた場合には、図８に示すようにドット状の周期微細構造が形成されるこ
ととなる。
【００３０】
　上記レーザによるアブレーション加工中の加工雰囲気は０．０１Ｐａ以下に抑えること
が好適である。この場合、飛散した除去物を数百ｍｍ直進させることができるので、除去
物の再付着により光学媒質の汚染を生じるといった問題を抑制することが可能となる。
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【００３１】
　また、入射レーザを照射して周期微細構造を形成した後の光学媒質のレーザ加工面に対
して更にエッチング処理を行い、入射レーザによる改質部分のみを除去するようにしても
よい。エッチング処理は溶液やプラズマを用いて行うが、溶液としては上記改質部分のみ
を選択的に除去可能なフッ酸が好適であり、フッ酸の５％溶液を用いる場合には５分以上
の処理を行うことが好ましい。このエッチング処理により、周期微細構造の凹凸形状を更
に確実に形成することができ、光取出し効率を向上させることができる。
【００３２】
　ここにおいて、光学媒質１ａ，１ｂのうちの一方の光学媒質が気体や液体であり且つ他
方の光学媒質が固体である場合には、他方の光学媒質の表面に周期微細構造を設け、この
周期微細構造を一方の光学媒質に密接させることで、光学媒質１ａ，１ｂの界面に屈折率
変化層を形成することができる。また、光学媒質１ａ，１ｂの両方が固体である場合には
、硬さが大である方の光学媒質の表面に上記レーザ加工を行って周期微細構造を形成し、
硬さが小である方の光学媒質の表面を上記周期微細構造に押し付けることで、周期微細構
造を他方の光学媒質に密接させて光学媒質１ａ，１ｂの界面に屈折率変化層を形成するこ
とができる。
【００３３】
　図９に他例を示す。これは屈折率ｎ１である光学媒質１ａと、屈折率ｎ２（≠ｎ１）で
ある光学媒質１ｂとの間に、前記２つの光学媒質１ａ，１ｂの屈折率ｎ１，ｎ２と異なる
屈折率ｎ３を有し、且つ前記２つの光学媒質１ａ，１ｂよりも硬さが小である光学媒質１
ｃを介在させたものである。光学媒質１ａ，１ｂが共に固体である場合に両光学媒質１ａ
．１ｂの表面に周期微細構造を形成したならば、その界面には隙間が生じてしまうことと
なるが、上記光学媒質１ｃを介在させてこの光学媒質１ｃが両光学媒質１ａ，１ｂの周期
微細構造の凹凸間に入り込むようにすることで、２つの界面にそれぞれ隙間を生じること
なく屈折率変化層を形成することができる。例えば、光学媒質１ａが屈折率ｎ１＝１．７
７のサファイアであり、光学媒質１ｂが屈折率ｎ２＝１．５の石英ガラスであるとき、介
在させる光学媒質１ｃとして屈折率ｎ３＝１．６のアクリル樹脂を用いることで、光学媒
質１ａから光学媒質１ｂまでの連続した屈折率傾斜性を確保して光の伝播損失を抑制する
ことができる。なお、上記２つの界面の一方にのみ周期微細構造を形成するものであって
も構わない。
【００３４】
　上記したように、一例や他例の処理方法においては、１光束の入射レーザに散乱波やプ
ラズマを相互作用させることによって、光入出射部となる界面に凹凸状の周期微細構造を
形成することができる。即ち、干渉光学系を用いることなく且つ確実に周期微細構造を形
成することができるので、加工を高速化及び大面積化することが容易である。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の実施形態における一例の光学媒質の光入出射部処理方法を用いた場合の
、金属薄膜の膜厚と周期間隔との関係を示すグラフ図である。
【図２】同上の処理方法で形成される周期微細構造を示す説明図であり、（ａ）は周期間
隔が２７０μｍ、（ｂ）は周期間隔が７５０μｍ、（ｃ）は周期間隔が３３０μｍとなる
場合を示している。
【図３】同上の処理方法で形成される周期微細構造の断面拡大図である。
【図４】（ａ）（ｂ）は同上の処理方法における光照射方向と周期間隔との相関の説明図
である。
【図５】（ａ）は入射レーザの偏光方向を示す説明図、（ｂ）は（ａ）の入射レーザによ
り形成される周期微細構造の方向性を示す正面図（写真）である。
【図６】（ａ）は入射レーザの別の偏光方向を示す説明図、（ｂ）は（ａ）の入射レーザ
により形成される周期微細構造の方向性を示す正面図（写真）である。
【図７】（ａ）は入射レーザの更に別の偏光方向を示す説明図、（ｂ）は（ａ）の入射レ
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ーザにより形成される周期微細構造の方向性を示す正面図（写真）である。
【図８】（ａ）は入射レーザのまた更に別の偏光方向を示す説明図、（ｂ）は（ａ）の入
射レーザにより形成される周期微細構造の方向性を示す正面図（写真）である。
【図９】本発明の実施形態における他例の光学媒質の光入出射部処理方法で形成される周
期微細構造の断面拡大図である。
【図１０】周期微細構造を示す説明図である。
【符号の説明】
【００３６】
　１ａ　光学媒質
　１ｂ　光学媒質
　１ｃ　光学媒質
　Ｐ　周期間隔
　ｎ１　屈折率
　ｎ２　屈折率
　ｎ３　屈折率
　θ　照射角度

【図１】

【図３】

【図４】

【図９】
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